
第 5 号の 2 様式（第 2 条） 

退 職 報 告 書 
退職年月日 令和○○年 ３月３１日  

団体名 〇 〇 町 

職員番号 １２３ 職 名 課  長 

氏 名 福 島  一 郎 
生年月日 
及び年齢 

□□〇〇年 ３月 １日生  
（退職時 ６５ 歳） 

退 

職 

事 

由 

1. 自 己 都 合    7. 公務上の死亡 

2. 定     年    8. 任 期 満 了 

3. 特 例 定 年    9. 退 職 勧 奨 

4. 公務外の傷病   10. 旧定年年齢に達した日以後非違によらない退職 

5. 公務外の死亡   11. その他（                ） 

6. 公務上の傷病  

※該当番号を○で囲む 

退職事由 

の説明 
 

※ 以下、退職後引き続き公務員となる場合に必ず記入すること。 
（定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員は記入不要） 

再
就
職
事
情 

再就職年月日 年  月  日  退職手当通算 可 ・ 否 

団 体 名  

所 在 地  

職  名  
給料月額 

（報酬月額） 
円  

上記のとおり退職したことを報告します。 

 令和○○年 ３月３１日 
団体長 氏名  〇〇町長 □□ □□    

定年退職の場合の退職手当請求 

退職事由に関して説明が 
必要な場合に記入する。 

退職日以降の日付で退職後速やかに報告。 
（３月３１日退職の場合は、同日の日付。） 



第 5 号の 2 様式（第 2 条） 

退 職 報 告 書 
退職年月日 令和○○年 ３月３１日  

団体名 〇 〇 町 

職員番号 １２３ 職 名 課  長 

氏 名 福 島  二 郎 
生年月日 
及び年齢 

□□〇〇年 ３月 １日生  
（退職時 ６３ 歳） 

退 

職 

事 

由 

1. 自 己 都 合    7. 公務上の死亡 

2. 定     年    8. 任 期 満 了 

3. 特 例 定 年    9. 退 職 勧 奨 

4. 公務外の傷病   10. 旧定年年齢に達した日以後非違によらない退職 

5. 公務外の死亡   11. その他（                ） 

6. 公務上の傷病  

※該当番号を○で囲む 

退職事由 

の説明 
 

※ 以下、退職後引き続き公務員となる場合に必ず記入すること。 
（定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員は記入不要） 

再
就
職
事
情 

再就職年月日 年  月  日  退職手当通算 可 ・ 否 

団 体 名  

所 在 地  

職  名  
給料月額 

（報酬月額） 
円  

上記のとおり退職したことを報告します。 

 令和○○年 ３月３１日 
団体長 氏名  〇〇町長 □□ □□    

旧定年年齢に達した日以後非違 

によらない場合の退職手当請求 

「旧定年年齢に達した日以後非違によらない退職」とは、65 歳の定

年（定年年齢引き上げ中については、当該年度の定年年齢）には達し

ていないが、旧定年年齢を超えており、かつ、その者の非違によらな

い退職をした場合に該当する。 

退職日以降の日付で退職後速やかに報告。 
（３月３１日退職の場合は、同日の日付。） 



第 5 号の 2 様式（第 2 条） 

退 職 報 告 書 
退職年月日 令和○○年 ３月３１日  

団体名 〇 〇 町 

職員番号 ４５６ 職 名 副 町 長 

氏 名 福 島  三 郎 
生年月日 
及び年齢 

□□〇〇年 ３月 １日生  
（退職時 ６５ 歳） 

退 

職 

事 

由 

1. 自 己 都 合    7. 公務上の死亡 

2. 定     年    8. 任 期 満 了 

3. 特 例 定 年    9. 退 職 勧 奨 

4. 公務外の傷病   10. 旧定年年齢に達した日以後非違によらない退職 

5. 公務外の死亡   11. その他（                ） 

6. 公務上の傷病    

※該当番号を○で囲む 

退職事由 

の説明 
 

※ 以下、退職後引き続き公務員となる場合に必ず記入すること。 
（定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員は記入不要） 

再
就
職
事
情 

再就職年月日 令和○○年 ４月 １日  退職手当通算 可 ・ 否 

団 体 名 〇 〇 町 

所 在 地 △△郡〇〇町□□大字 

職  名 副 町 長 
給料月額 

（報酬月額） 
５００，０００円 

上記のとおり退職したことを報告します。 

 令和○○年 ３月３１日 
団体長 氏名  〇〇町長 □□ □□    

引き続き特別職が再任した場合 

特別職は任期ごとに退職手当が支給

されるため、任期ごとに退職手当を

請求すること。 

退職日以降の日付で退職後

速やかに報告。 
（３月３１日退職の場合

は、同日の日付。） 
 

報酬月額が減額されている場合には、 
減額後の報酬月額を記入する。 



第 5 号の 2 様式（第 2 条） 

退 職 報 告 書 
退職年月日 令和〇〇年 ３月３１日  

団体名 〇 〇 町 

職員番号 ７８９ 職 名 副 町 長 

氏 名 福 島  四 郎 
生年月日 
及び年齢 

□□〇〇年 ３月 １日生  
（退職時 ４６ 歳） 

退 

職 

事 

由 

1. 自 己 都 合    7. 公務上の死亡 

2. 定     年    8. 任 期 満 了 

3. 特 例 定 年    9. 退 職 勧 奨 

4. 公務外の傷病   10. 旧定年年齢に達した日以後非違によらない退職 

5. 公務外の死亡   11. その他（                ）  

6. 公務上の傷病 

※該当番号を○で囲む 

退職事由 

の説明 
福島県に復帰するための退職 

※ 以下、退職後引き続き公務員となる場合に必ず記入すること。 
（定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員は記入不要） 

再
就
職
事
情 

再就職年月日 令和〇〇年 ４月 １日  退職手当通算 可 ・ 否 

団 体 名 福  島  県 

所 在 地 福島市杉妻町２－１６ 

職  名 〇〇課長補佐 
給料月額 

（報酬月額） 

（不明の場合省略可）

円  

上記のとおり退職したことを報告します。 

 令和○○年 ４月１日 
団体長 氏名  〇〇町長 □□ □□    

引き続き通算になる団体に就職する場合 

退職日以降の日付で退職後速やかに報告。 

退職手当の通算について

は、あらかじめ再就職先に

確認すること。 


